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米軍再編
　普天間移転先の提案
資料：海外基地見直し委員会報告
「結論と勧告」

米軍再編を巡る主な動き（１３）
ＮＰＴ再検討会議を振り返る（上）
　「人をあざ笑う、恥ずべき茶番劇」
資料：「新アジェンダ連合」演説

米国の演説

背景

　本誌がフォローしてきたように、米議会は０３年公法１０８-
１３２によって（本誌２００号に抜粋訳）海外基地見直し委員会
（ＯＢＣ）を設置した。法律は０４年に修正され報告書の提出
期限を０４年末から今年の８月１５日まで延期した（本誌２２１
号参照）。そもそもＯＢＣ設置は、国防総省（ＤｏＤ）が取り組も
うとしている冷戦後５度目となる０５会計年の米国内基地の
閉鎖・再編に対して、海外基地の閉鎖・再編こそ先行され
るべきだとする議会の抵抗の産物であった。つまりＯＢＣの
役割の第一は、海外基地の現状と将来の合理性について
の点検であった。
　一方、ＤｏＤはこれも本誌がフォローしてきたように世界的
国防態勢見直し（ＧＰＲ）を展開している。それは、ＯＢＣ設置
の議会の動きを傍らに見ながら、国務省とタイアップした行
政機関の実行力をもって、海外に展開している米軍部隊

をＤｏＤの方針によって再編するものである。これによって同
盟国との協議によって海外基地の再編が一部事実として
先行してきた。したがってＯＢＣは、このようなＤｏＤの動きを

米戦略論に振り回されるな
　５月９日、米国議会が設置した「海外基地
見直し委員会（ＯＢＣ）」の暫定報告書が大統
領と議会に提出された。一方、５月１３日、米国
議会が設置した米国内基地の閉鎖・再編を
勧告する「ＢＲＡＣ（基地閉鎖・再編）委員会」
に対して、米国防総省（ＤｏＤ）勧告が提案さ
れた。ＯＢＣ勧告は、沖縄の普天間基地を嘉
手納基地と岩国基地のいずれか、または両
方に移転すべきであるとした。しかし、ＢＲＡＣ
に関するＤｏＤ案を点検した結果、私たちは、
普天間を閉鎖・再編の候補にあがっている
基地に移すことが可能であると主張する。
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国防総省が閉鎖を勧告した米国内基地を点検する
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監視し点検する役割を持つようになった。
　ＢＲＡＣ過程においては、ＤｏＤ案が０５年５月１５日を期限
としてＢＲＡＣ委員会に提出される予定であった。そこで、
ＯＢＣは、それより早くという狙いで５月９日に暫定報告を
提出した。暫定報告とはいえ、「若干のマイナーな追加を
するかもしれないが、（暫定報告が）委員会の基本となる
結論と勧告である」とアル・コーネラ委員長は述べている
（０５年５月９日、報道発表）。

「見直し委員会」報告

　「見直し委員会」報告を読んでまず印象付けられるこ
とは、当然といえば当然であるが、それが徹頭徹尾、米国
益を追求した見直し作業であるということである。ＤｏＤの
「米国防戦略」（０５年３月）を不可侵の文献とするとともに、
それを基礎としてＤｏＤが作成した「統合世界態勢と基地
配置戦略（ＩＧＰＢＳ）」を大部分支持する立場から見直しが
行われている。報告書の「結論と勧告」（５ページに抄訳）
には、「合衆国の軍事基地の配置態勢は、世界全体にお
ける合衆国の安全保障利益の重要な反映である」、また
「ＩＧＰＢＳにおいて採択されている諸構想の大部分を支
持する」と書かれている。
　その結果、報告書「結論」は、沖縄に関して、「沖縄は、
東アジアにおける作戦能力の要である。沖縄における戦
闘能力を減少させることは、我々の東アジアにおける国
益を危機に曝すであろう」と沖縄の戦略的重要性を極め
て重要視した。そして、次のように勧告した。
　「沖縄にある普天間海兵隊航空基地に配備されてい

る海兵隊航空部隊・施設は、嘉手納空軍基地と岩国海
兵隊航空基地のいずれか、または両方に移転すべきで
ある。他のすべての海兵隊部隊・施設は、沖縄に残留す
べきである。」
　この勧告は、普天間部隊を日本の他の基地、とりわけ
沖縄の他の基地に移す内容を含んでいるために強く批
判された。その通りであるが、報告書が基地の固有名詞
をあげて「勧告」をしたのは、唯一普天間問題のみであ
る事実を見落としてはならないであろう。宜野湾市をは
じめとする鋭い基地撤去運動が、ここまで状況を前進さ
せたのである。

米流の戦略論に騙されるな

　また、沖縄の戦略的価値に関する議論は、米国のご
都合主義の議論である。これまでの米国の主要な遠隔
地の作戦を分析するとき、最近の「砂漠の嵐」作戦、「不
朽の自由」作戦、「イラクの自由」作戦を含めて、海兵隊
が沖縄に配備されていることによる利点が発揮された
事例は存在しない。また、現在のテロとの戦争と軍転換
の合理性から考えたとき、沖縄に海兵隊の大部隊を配
備する理由はない。韓国と沖縄の部隊のイラクへの投入
は、朝鮮有事や台湾海峡有事への抑止という論理を
いっそう破綻させた。ラムズフェルド理論のとおり、これら
は予測可能な戦争であり、長い外交と準備の期間を経
て迎える戦争である。米軍の展開力をもってすれば、平
時に部隊を沖縄に前進配備する必要はない。軍事上の
選択の幅は広く、米本土からの展開が十分に可能であ

５月１日 米側、普天間飛行場の返還条件として２５００メートル以
上の滑走路を同県内に確保するよう新たに要求して
いることが明らかに。（読売)

５月２日 米軍普天間基地の名護市辺野古沖移設計画で、米
側が「技術的に困難」との見解を日本側に伝えていた
ことが判明。(日経)

５月２日 大野防衛庁長官、マニラ市内でフィリピンのアロヨ大
統領らと会談。大統領、フィリピンでの共同訓練に米
海兵隊員ら受入れの用意があると表明。

５月２日 ワシントンでの日米外相会談で、次官級の日米戦略
対話を閣僚級に格上げで一致、ライス国務長官が提
案。この日がその初会合。（読売）

５月４日 訪米中の額賀福志郎元防衛庁長官らローレス米国
防副次官と会談。副次官、在日米軍再編で、東アジア
情勢を理由に「抑止力の増大」の考え。「維持」から一
歩踏み込む。

５月４日 ライス米国務長官、国務省でオーストラリアのダウ
ナー外相と会談。共同記者会見で米国、日本、オース
トラリアの３カ国の外相級戦略対話の創設で合意と発
表。

５月４日 ワシントン訪問中の福島社民党党首らに戦略国際研
究センターのカート・キャンベル元国防副次官補、沖

縄の期待にそぐわない再編結果を示唆。
５月５日 米連邦議会海外基地見直し委員会が中間報告書（９

日付け）を公表。沖縄の海兵隊の移転に反対。普天間
の機能は嘉手納か岩国へ移転と勧告。

５月９日 ローレス米国防副次官、訪米中の超党派国会議員団
に、早ければ６月にも米側が再編案を提示と示唆。「日
米の基地の共同使用が進む」ことも。

５月９日 鹿児島県鹿屋市議会臨時会、普天間代替案として報
道された「海自鹿屋基地への空中給油部隊機移転」
について反対決議と意見書を可決。(毎日)

５月９日 ライアン・ヘンリー米国防副次官（政策担当）、海外基
地見直し委員会報告書を受けて、沖縄海兵隊の兵力
は「日米同盟と東アジア地域の安定の観点で決定さ
れる」と述べ具体的言及を避ける。

５月１０日 大野防衛庁長官、記者会見で、沖縄の負担軽減に関
し在沖海兵隊基地の自衛隊との共同使用の考えを初
めて明らかに。（沖タイ）

５月１１日 政府、０６年３月が期限の思いやり予算特別協定の期
間を、現行の５年から２、３年に短縮するよう米側に提案
の方針。(共同)

５月１１日 大野防衛庁長官、参院イラク事態特別委員会で、民
間空港・港湾の米軍使用について協議を進めている

米軍再編を巡る主な動き（１３）
（２００５年５月１日～５月３１日）
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普天間移転関連米軍基地

１．オニズカ空軍基地
２．リバーバンク陸軍弾薬工場
３．ホーソン陸軍補給廠
４．ウマチラ化学補給廠
５．コロナ海軍支援基地
６．シールビーチ海軍兵器廠
７．コンコード海軍兵器廠
８．サンディエゴ海軍基地
９．ミラマー海兵隊航空基地
１０．キャンプ･ペンドルトン海兵隊基地
１１．ユマ海兵隊航空基地

ると考えられる。

国防総省ＢＲＡＣ勧告を利用

　普天間部隊を米本土に移転させる道が閉ざされたわ
けではない。進行中の日米交渉に影響を与える知恵と
行動が継続されなければならない。ピースデポでは、５月
１３日にＢＲＡＣ委員会に提出されたＤｏＤの米国内基地の
閉鎖・再編勧告を利用して、普天間の米本土への移転
案を作成した。
　ＢＲＡＣ委員会は、ＤｏＤ勧告を受けて独立の調査、検
討を行い、９月８日までに報告と勧告を大統領に提出しな
ければならない。委員会は、現在その報告書作成作業に
入っている。一方では、閉鎖・削減の対象に掲げられて
いる基地の地元と関係議員によるＤｏＤ勧告への反論が
すでに米国内で始まっている。
　私たちの提案は、閉鎖・削減の候補となっている主要
な基地の中から普天間部隊の受け入れ基地になりうる
基地を選び出し、米国の地元関係者との直接の対話の
可能性を探るよう求めるものである。
　普天間部隊の受け入れ可能基地は、軍事技術的に次
の要件を満たす必要がある。
　（１）普天間に駐留するヘリコプター部隊は、海兵隊の

空地任務部隊（ＭＡＧＴＦ）を構成する４要素（①地
上戦闘部隊、②航空戦闘部隊、③役務支援部隊、④

司令部部隊）の不可欠の一要素である。したがっ
て、他の部隊との合流が容易であることが必要な
条件となる。

　（２）海兵隊ヘリコプター部隊は、海軍の水陸両用艦に
搭載されて作戦行動を行う。（現在は佐世保を母港
としている水陸両用艦が普天間とセットになる水陸

ことを認める。共産党緒方議員への答弁。
５月１２日付 日米両政府、米軍再編関連で日本有事「共同作戦計

画」と、周辺事態「相互協力計画」の本格策定着手を６
月に共同文書で確認する予定。（朝日）

５月１３日 ラムズフェルド米国防長官、米国内主要米軍基地３１８
か所のうち３３の閉鎖、２９の再編を含む「基地再編・閉
鎖（ＢＲＡＣ）」案を公表。小規模削減にとどまったことに
より、海外米軍再編への影響も。

５月１７日 大野防衛庁長官、記者会見で、日米の役割分担につ
いて７月にも安全保障協議委員会（２プラス２）を開催し
共同文書をまとめる意向を表明。

５月１８日 町村信孝外相、米軍再編で、日米両政府の協議がま
とまり次第、中間報告を関係自治体に示し意見を求め
る方針を表明。衆院外務委員会で。

５月１９日 全国市議会議長会基地協議会、相模原市で役員会
開催。米軍再編での基地機能・運用変更の情報を国
が地元自治体に早期に情報提供するよう要望の方針
を決定。（神奈川）

５月２４日 政府、米軍再編での具体案について、８月までに米側
との政府間調整を大筋で終え、秋以降に再編対象基
地の地元自治体と水面下の協議に着手する方針。再
編協議の年内最終決着を目指す。（共同）

５月２４日 政府、キャンプ座間について、第１軍団司令部の「移
転」でなく、座間にある「第９戦域支援司令部」を新たな
「拠点司令部（ＵＥＸ）」にする形での「改編」として受け
入れる方向で米側と調整。（産経）

５月２５日 日米両政府、２４日から国防総省で米軍再編の審議官
級協議を開催、朝鮮半島、台湾海峡有事を想定し日

米役割分担について詰めの調整。
５月２７日 ブッシュ米大統領、メリーランド州アナポリスの海軍士

官学校で演説、対テロ戦争に対応するため軍の再編
推進の決意。海外駐留米兵６～７万人を米本国に移す
と表明。

５月２８日 米国防総省、グアム、アンダーセン空軍基地に戦闘機
４８機など約７０機を常駐させる計画判明。沖縄の負担
軽減につながる可能性。（沖タイ）

５月２８日 政府、具体的な基地再編が決定した段階で日米首脳
会談を行い、共同宣言を発表する方向で調整方針。
（時事）

５月２８日付 米国防総省、ニューメキシコ州ホロマン空軍基地から
ステルス戦闘機１５機を在韓米軍基地に派遣。米軍の
「抑止力」維持のため。（朝日）

５月２９日 米軍再編協議で米側が「同盟変革（アライアンス・トラ
ンスフォーメーション）」の表現で同盟関係強化を提唱
と判明。日米の協議筋。日本側は「異存ない」が「誤解
を招く」（関係者）として未公表。（共同）

５月２９日 政府、「思いやり予算」特別協定を２年間暫定延長で
米国側との調整の方針。７月開催予定の「２プラス２」で
米国側に提案。（産経）　

５月３０日 町村外相、外務省で沖縄県議会与党議員団と会談。
９月に米国でブッシュ・小泉首脳会談を開催し、沖縄
の負担軽減策で一定の合意を目指す方針を表明。基
地関連自治体への「中間報告」も「９月がメド」との見
通し。
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沖タイ＝沖縄タイムズ、神奈川＝神奈川新聞。（作成：ピースデポ）
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両用艦である。）したがって、移転先は水陸両用艦
への搭載が可能な港に近接している必要がある。
港として、①もっとも望ましいのは既存の水陸両用
艦基地であり、②次に望ましいのは何らかの海軍
軍港であり、③最後に望ましいのはその他の利用
可能な港である。

　現在、米太平洋岸・ハワイには、普天間と同じような海
兵隊ヘリコプター部隊の基地が４個所ある。また水陸両
用艦基地はサンディエゴ１個所のみである。４基地では、
近くの水陸両用艦の寄港地でヘリコプターの搭載を行っ
ている。＜　＞にその港までの距離を書く。
１．ミラマー（カリフォルニア州）＜サンディエゴから約１
５ｋｍ＞

２．カネオヘ湾（ハワイ州）＜パールハーバーから約２０ｋ
ｍ＞

３．ユマ（アリゾナ州）＜サンディエゴから約２３０ｋｍ＞
４．キャンプ・ペンドルトン（カリフォルニア州）＜サンディ
エゴから約６０ｋｍ＞

（参考：普天間から佐世保の距離は約７７０ｋｍ、ホワイトビー

チは約１５ｋｍである。）
　この現状から、普天間部隊の移転先ヘリコプター基地
から２５０ｋｍ程度以内に適切な港があれば、移転先として
検討すべきであると主張することができるであろう。した
がって、私たちが検討すべき基地は、ワシントン州、オレ
ゴン州、カリフォルニア州、ネバダ州、アリゾナ州の５つの
州に位置する基地に限定される（３ページ地図参照）。

コロナ基地とサンディエゴ周辺基地

　このような考察から、閉鎖勧告を受けた基地のうち、オ
ニズカ空軍基地（カリフォルニア州）、リバーバンク陸軍弾
薬工場（カリフォルニア州）、ホーソン陸軍補給廠（ネバダ
州）、ウマチラ化学補給廠（オレゴン）、コロナ海軍支援基
地（カリフォルニア州）、コンコード海軍兵器廠（カリフォルニ
ア州）が考察の対象となった。また、サンディエゴ海軍基
地（カリフォルニア州）を中心とするサンディエゴ地域は閉
鎖対象の基地はないが、２４００人（うち軍人は３９０人）が職
を失うと推定されている大きな再編を勧告されているの
で、考察の対象とした。
　詳細に説明する紙幅はないが、私たちは、次の３つの
基地が普天間部隊の移転先として検討されるべきであ
ると結論づけた。

（１）コロナ海軍支援基地
　閉鎖を勧告されたコロナ海軍支援基地は、２４７エーカ
（１００ヘクタール）の基地である。普天間基地の広さは１，１
８８エーカ（４８０ヘクタール）であるから、普天間基地の５分
の１程度の面積であるが、固定翼航空機の滑走路を望ま
なければヘリコプター基地として充分の広さがあると思
われる。ロサンゼルスの東方にあり、現役のシールビーチ
海軍兵器廠（５００２エーカ）までの距離は約５０ｋｍである。
ここをヘリコプターを水陸両用艦に搭載する港として活
用することができる。シールビーチ海軍兵器廠は今回の
勧告で大きな再編を被る基地の一つであり、２．３ヘクター

ルの工場の閉鎖が勧告されている。このこともコロナ基
地とセットにしてシールビーチ基地を普天間受け入れの
ために改修する余地があることを示している。
　また、コロナ基地から海兵隊基地キャンプ・ペンドルト
ンまで約５０ｋｍ、巨大な海兵隊基地・演習場トゥエンティ
ナイン・パームズまで約１４０ｋｍであり、空地任務部隊を
形成する他の海兵隊部隊との合流が容易であるという
条件も満たされる。さらに、シールビーチは、サンディエゴ
の水陸両用艦が西太平洋に配備されるときの通り道に
位置していることも、さらなる好条件となる。佐世保とホワ
イトビーチの関係よりもはるかに好条件を備えていると言
える。

（２）サンディエゴ地域
　サンディエゴ地域はＤｏＤ勧告で大きな影響を受ける。
ＤｏＤの勧告資料によると、サンディエゴを中心とする経
済圏には、海兵隊ヘリコプター基地であるミラマー、主要
な海兵隊基地キャンプ・ペンドルトン、水陸両用艦基地
であるサンディエゴ海軍基地、同コロナド海軍基地、サン
ディエゴ海軍病院などが存在する。この他にも、ヘリコプ
ター基地としても使用されているノースアイランド海軍航
空基地が存在する。また、周辺にはサンディエゴと密接
に関係するトゥエンティナイン・パームズ海兵隊基地・演
習場、ユマ海兵隊航空基地がある。
　このような状況を考えると、地域への基地再編の影響
を緩和するため、普天間部隊をミラマー海兵隊航空基地
やキャンプ・ペンドルトンに移すという選択は、極めて自
然な選択である。現在普天間に配備されている海兵重
ヘリコプター部隊の多くが、ミラマー基地やキャンプ・ペン
ドルトン基地からローテーション配備されていることを考
えると、この選択は「移す」と言うよりも「もどす」と表現する
のが適切であろう。

（３）コンコード海軍兵器廠
　大きな敷地面積（７７００エーカ）を持つ兵器廠である。基
地は内陸部分と海岸部分とに大別されるが、大部分を占
める内陸部分の閉鎖が勧告された。海岸部分は、サンフ
ランシスコ湾からサクラメント河に至る途中にあるスーサ
ン湾に面している。内陸部から海岸まで５～８ｋｍであり、
サンフランシスコ湾の港湾地域までの直線距離も３０～３
５ｋｍ程度である。したがって、ヘリポートへの改修工事が
必要であったとしても、普天間基地の移転先となる条件
を十分に備えている。
　難点は、空地任務部隊を形成する他の海兵隊部隊と
の距離が相当に離れていることであろう。海兵隊基地ペ
ンドルトンまで約７００ｋｍある。これとても、沖縄海兵隊が
本土の演習地で訓練するときの移動距離と比較すると
き、決定的な障害とは言えないであろう。また、広大な面
積があるために、普天間ヘリコプター部隊以外の沖縄の
空地任務部隊を移転させることによって、全体として利
便性を強化する構想を検討することも可能である。（梅林
宏道）●Ｍ
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概観
　合衆国の軍事基地の配置態勢は、世界
全体における合衆国の安全保障利益の重
要な反映である。それは、今後数１０年にお
ける我々の戦略の中心部分として機能す
るであろう。「海外基地見直し委員会（以
下、単に委員会）」は、変化の必要性を十分
に理解するし、国防省の「統合世界態勢と
基地配置戦略（ＩＧＰＢＳ）」において採択さ
れている諸構想の大部分を支持するもの
である。これらの変化は、我々の全体的な
軍事態勢と柔軟性を改善するであろう。
　しかし、それらの変化は国防総省だけで
はなく、それを超える全体像をもっており、
合衆国の海外プレゼンスが果たす役割に
よって影響されるすべての関係者によっ
て、より広範囲な検討を必要としている。提
案されている再編の順序や速度は、我 を々
広範囲の国家安全保障上の要求に応えら
れなくする可能性や、国益保護に必要な軍
事能力にも再編によって影響を受ける軍人
男女の生活条件にも深刻な影響を与える
可能性をもっている。
　したがって、省庁間の協議で（順序や速
度の問題も含めて）計画を全体として吟味
すべきである。加えて、ＩＧＰＢＳは海外基地
構造を定期的に改良し進化させるための
過程を制度化していない。したがって委員
会は、行政機関、立法機関を超えた横断的
な監督と支持を受けることによって、ＩＧＰＢＳ
はよりよいものになると考える。

結論
　ＩＧＰＢＳは、基地再編によって影響を受け
るすべての関係省庁間での広範囲かつ上
級レベルによる検討なしに作成されている
と、委員会は考える。我が国の海外基地態
勢は、防衛の必要性から肝要であるのみ
ならず、今日だけではなく今後数十年にわ
たって、外交、情報収集、本土防衛、エネル
ギー、貿易、通商、法執行、及び同盟などの
諸関係に影響を与えるものである。
　したがって委員会は、ＩＧＰＢＳは進行中
の諸業務や分析努力と相互調整が十分に
行われておらず、どの省庁横断組織も国家
安全保障に関する関連活動の実施を統合
していないと結論づけた。さらに、委員会
は、不可欠な諸準備が間に合っていないま
ま、海外基地再編を現在のスケジュールで
完成させなければならないような、戦略的
あるいは作戦上の絶対的な必要性を見出
すことはできない。
　さらに加えて、在外米軍を引き上げる前
に、また海外基地再編を行う前に、地政学

的配慮、作戦上の懸念、輸送力の要請、新
兵募集・兵役継続、兵員生活環境の問題、
費用など多くの解決しなければならない問
題が存在する。次のような諸問題がある。

●決定が、０５年４年期国防見直し（ＱＤＲ）や
２００５年輸送能力調査（ＭＣＳ）が完了するよ
り前に行われた。
●いくつかの伝統的な同盟国領土における
海外プレゼンスを縮小するアクションが進
行している。しかるに、永久基地、事前集積
物資、訓練地、部隊などを別の友好国や同
盟国の領土に確立することによって、我々
の海外態勢を補い強化する計画は、基礎
となる必要な外交的・法的取り決めなしに
進行している。したがって、これらの新しい
場所が伝統的な同盟国から期待できるよう
になっているのと同じような柔軟性と信頼
性を提供できるのかどうか、現段階におい
て我 は々知ることができない。
●合衆国のイラクとアフガニスタンへの関
与は、今後数年間ローテーション基地問題
を提起し続けると思われる。（たとえばバル
カンなど）追加的な場所で戦争が勃発した
とき、部隊をさらに圧迫するであろう。重武
装部隊をすべてヨーロッパから撤退させる
ことは、その負担を軽減するのではなく悪
化させるであろう。
●沖縄は、東アジアにおける作戦能力の要
である。沖縄における戦闘能力を減少させ
ることは、我々の東アジアにおける国益を
危機に曝すであろう。
●各軍の転換（トランスフォーメーション）、
部隊の再編、事前集積装備の再建、不朽
の自由作戦、イラクの自由作戦、世界的な
対テロ戦争、ＩＧＰＢＳ、そしてＢＲＡＣ（米国内
の基地閉鎖・再編）に同時に取り組むこと
は、限られた予算内で財源が競合すること
になる。現在のＩＧＰＢＳの動きは、各軍が近
代化と準備態勢に適切に資金を回すこと
を困難にするであろう。
●世界中のできごとに対応する我が軍の
能力にとって、戦略的輸送力は鍵である。
海上輸送力や空輸力はもちろん事前集積
装備についての計画は、ＩＧＰＢＳによって増
加する米本土（ＣＯＮＵＳ）部隊にのしかか
る追加的な要求を考慮しなければならな
い。米本土から部隊を急送することは、戦
略的輸送力、戦術的輸送力、及び事前集
積備蓄の準備が整っていなければ問題で
あろう。
（略）

勧告

　合衆国の安全を確保する最善の方法に
ついて、より包括的な議論をすることが国
民にとって利益になるであろう。（海外態勢
再編の）計画の基礎的な政治的、政策的
次元には、もっと広範囲の国家指導部が関
与しなければならない。
　したがって、委員会は次のように勧告する。

●これほど大規模な部隊再編には詳細な
時間調整が必要であり、進行のペースを緩
め、建て直しすることが必要である。
海外基地配置に関する全努力は、進行し
ている諸計画と調整し時間を合わせるよう
な１つの全体的計画に統合されるべきであ
る。さらに、世界的な部隊態勢を定期的に
考慮し、結果が全体的な国益に合致して
いることを確実にするために、省庁間の検
討過程を導入すべきである。（略）
●国防、外務委員会など、連邦議会は海外
基地配置に関してもっと厳格な監督を行う
べきである。（略）
　さらに、委員会は次のことを勧告する。

●沖縄にある普天間海兵隊航空基地に配
備されている海兵隊航空部隊・施設は、嘉
手納空軍基地と岩国海兵隊航空基地の
いずれか、または両方に移転すべきであ
る。他のすべての海兵隊部隊・施設は、沖
縄に残留すべきである。
●ヨーロッパ戦域内においては、合衆国へ
の帰還が予定されている重旅団戦闘チー
ムの１個は、バルカン支援任務が終了し、イ
ラクの自由作戦が沈静化し、陸上配備の
戦車破壊攻撃システムがヨーロッパに配
備されるまで、ヨーロッパに留まるべきであ
る。加えて、重旅団戦闘チームの装備１式
を、地域内に洋上事前集積するべきであ
る。さらに、１旅団は、新しいＮＡＴＯ加盟国
における東ヨーロッパと合衆国の軍対軍プ
レゼンスへのローテーション配備のために
投入されるべきである。
●合衆国は、アイスランドとの条約を見直
し、冷戦後の安全保障環境を反映したもの
に更新すべきである。
●潜在的な競争相手に対する合衆国の長
期的な国益を守るためにアフリカへの関与
を深める必要がある。「アフリカの角」構想
は将来の戦略的関心にとって重要性を増
すであろう、アフリカ大陸の別の場所にお
いて繰り返されるべきである。ラテンアメリ
カにおいても、ある程度必要とされている。
●国防総省は、最後の一兵とその家族がい
なくなるまで、海外基地における必要なす
べてのインフラストラクチャーと兵員生活環
境計画（住宅、医療、学校など）を維持すべ
きである。また、必要なインフラストラク
チャーと兵員生活環境計画は、海外基地
から最初の部隊とその家族が帰還するま
でに準備されていなければならない。（訳：
ピースデポ。下線は訳者）

結論と勧告
「海外基地見直し委員会」報告（２００５．５．９）
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◆成果ゼロの結末
　２００５年５月２７日、一ヵ月近くにおよんだＮＰＴ再検討会
議は、事実上の「決裂」で幕を閉じた。１５３か国から集
まった政府代表は、条約強化に向けた決定や勧告を生
み出すことはおろか、過去の合意を再確認することさえ
できなかった。会期の３分の２は手続き事項に関する論争
に費やされ、実質的な議論に当てられた時間は極めて
短いものであった。最終文書をはじめ実質的な合意文
書は一切作成されず、最終日に採択されたのは参加者
や会議の数などを記した手続き文書のみであった。議
長を務めたブラジルのセリジオ・ドゥアルテ大使は、国家
間の意見の相違を埋められないとして議長概要の提出
を断念した。
　「人をあざ笑うような、時間の無駄使いに過ぎない、最
も恥ずべき茶番劇の一つ」――英アクロニム研究所のレ
ベッカ・ジョンソン氏は会議の全様を振り返る。「全会一

致の合意採択に失敗した原因は『政治』、とりわけ狭義
の国家権益やそれぞれの核オプションの温存を追求し
た米国、イランといった強い影響力を持つ一握りの国に
よる自己保身の姿勢と（垂直、水平）拡散推進政策だっ
た。」１

　核兵器国が核廃絶を達成するとした「明確な約束」か
ら５年。過去の再検討会議が積み重ねてきた決定や合意
は反故にはされなかったものの、前進に向けた国際合意
は確認されなかった。被爆６０年の節目に開かれた再検
討会議としてはあまりにお粗末な結果に、核廃絶への具
体的な進展を望む市民の側からは落胆と失望の声が上
がった。

◆第３回準備委員会の暗い影
　議事上の問題についていえば、５月２日の開幕前から
ある程度の困難は予想されていた。当然決定されている
べき会議の「暫定議題」が白紙状態であったからである。
　２００５年に向けた準備委員会として、２００２年から０４年
の間に３回の会合がもたれていた。本誌で既報の通り、
不拡散問題に焦点を絞り、「核軍縮義務は完全に果たし
ている」と強気の姿勢を崩さなかった米国を筆頭とする
「核兵器国」と、「核軍縮と不拡散は車の両輪」と核軍縮
促進の重要性を主張した「非核兵器国」のリーダー国と
の対立の溝が深まり、２００４年の第３回準備委員会は混乱
のまま「崩壊」した（本誌２１３号参照）。２００５年に向けた最
後の準備委員会であったこの会議には、再検討会議へ
勧告を含む「最終文書」を提出するという重要な任務が
あった。しかし、勧告はおろか、暫定議題などの議事に関
する取り決めさえも決定できず、最低限の手続き事項に
関する合意のみで終了した。
　２００５年再検討会議の議長に就任することになってい
たドゥアルテ大使は、再検討会議での混乱を予期し、準
備委員会において議題に合意するよう各国に懇願した
がそれもかなわなかった。その後、ドゥアルテ大使は、主
要諸国を歴訪し、議題に関する合意を求めて調整努力
を続けた。しかし、その努力もむなしく、２００５年再検討会
議はまったくの白紙の状態で開始されることになった。

◆議題の決定
　議題の決定に向けた議論は難航した。第一週の金曜
日にあたる５月６日に、エジプトが議長の出した議題案と
付帯了解事項を拒絶したことで、遅れは決定的なものに
なった。
　議論の焦点の一つは過去の合意に関する扱いであっ
た。多数の国が、２日から始まった一般演説のなかで、１９
９５年および２０００年の合意に基づいて今回の再検討会
議が進められることを求めていたにもかかわらず、ドゥア
ルテ議長の出した議題案には、過去の合意に関する直
接的な言及はなく、「条約の運営を再検討する。＊」との注
釈付きの一項目があるだけであった。「＊」の先にあるの
は、「これまでの会議における決定や決議に照らして再
検討がなされること、および締約国が提起するいかなる
問題についても議論を行うことが了解された」という議長

　今回から２回にわたり、５月２日から２７日までニューヨーク国連本部で開催されていた核不
拡散条約（ＮＰＴ）会議について報告する。今回は、実質審議が始まるまでの全体の流れと、そ
れ以後の第一主要委員会（軍縮）の審議の経過をまとめる。イラン問題は今回の再検討会議
で重要な話題の一つであったが本報告の範囲には登場しない。（下）では、（上）に含まれな
かった重要問題を日本政府の動きに焦点をあてて議論する。

報告：２００５年ＮＰＴ再検討会議を振り返る
（上）

レベッカ・ジョンソン氏
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の短い文言である。
　ＮＧＯ「中堅国家構想」議長のダグラス・ローチ上院議
員（カナダ）は、この点を巡って激しいやりとりがあったこと
を報告している。
　「エジプトと他のＮＡＭは、この短い文言を．．．強
化しようとしていたが、米国に拒否された。続いてマ
レーシア率いるＮＡＭは、『１９９５年および２０００年再検
討会議において全会一致で合意されたすべての誓
約』と明示した「＊」の解釈を会議の文書に含むよう
に主張した。」２

　週末を通して、主な「役者」である米国、エジプト、非同
盟運動（ＮＡＭ）の外交官らがドゥアルテ議長と非公式協
議を続けることになったと伝えられる３。結局、最終的に各
国が議題に関する合意に至ったのは、会期２週目に入っ
た５月１１日であった。

◆３つの主要委員会と３つの下部機関
　議題の採択後も、実質的な協議が即座に始められた
わけではなかった。本誌２３２号で概説したように、ＮＰＴの
実質事項にかかる討議は３つの主要委員会（①核軍縮関
連、②保障措置・非核兵器地帯関連、③原子力の平和利用

関連）とその下に設置される下部機関で行われる。各国
政府は議題の振り分けで合意できず、迷走を続けた。
ジョンソン氏の報告によれば、争点の一つは「消極的安
全保証（ＮＳＡ）」に関する下部機関の設置であった。ＮＡ
ＭはＮＳＡに関する独立した下部機関を第一主要委員
会の下に設置することを求めたが、米国は断固として拒
絶した。「参加国の多くは、この（議長）案を受け入れて実
質的な協議に進むことを明らかに望んでいたが、西側諸
国やＮＡＭの数カ国が独断的に合意を妨害する立場に
固執した。」行き詰った状況をうけた苦肉の策として、議
長は各国に対し、それぞれの提出した作業文書につい
て本会議で発言する時間を与え、実質的な議論の基盤
となる各国の見解が少なくとも提示されるよう努力したと
伝えられる４。
　５月１８日、ようやく主要委員会と下部機関における議題
が採択され、翌１９日からの実質的な審議が可能となっ
た。決定した議題は以下の通り。
　●第一主要委員会（核軍縮関連）
議長：パルノハディニングラット大使（インドネシア）

下部機関１（核軍縮、安全の保証）
　●第二主要委員会（保障措置・非核兵器地帯関連）
議長：モルナー大使（ハンガリー）

下部機関２（地域問題、中東問題および１９９５年
の中東決議を含む）

　●第三主要委員会（原子力の平和利用関連）
議長：ボニアー大使（スウェーデン）

下部機関３（第１０条（筆者注：期限、脱退に関す
る条項）を含むその他の条項）

　主要委員会と下部機関における審議結果について
は、２５日午後に本会議で報告されることになっており、実
質的な討議に当てられた日数はわずか７日であった。主
要委員会が第１週のうちに始まり、２週目の終わりには各
主要委員会から作業文書案が提出されていた２０００年

再検討会議と比較す
ると、その差は歴然と
している。
　実質的な協議にす
ら入れない手続き事
項に関する協議の迷
走は、今回の再検討
会議でいっそう明確
になったＮＰＴ締約国
の「分裂」状況を如実
に表すものであった。
ローチ議員はこれを
以下のように評す。

　「手続き事項に関する論争はつまらないものに見
えるが、それらは核を持つものと持たざるものの真の
争いの代理戦争である。」「議題に関してエジプトは
手に負えないわがままを言っていたように見えるが、
それは条約の保全および過去の誓約を堅持しようと
したのである。エジプトは、米国および他の西側諸
国が、エジプトの隣国イスラエルがＮＰＴ参加と自国
の核施設へのＩＡＥＡ保障措置の受け入れに対する
要請を無視し続けていることに目をつぶる一方、核
拡散を阻止するために核燃料サイクルに一層厳格
なルールを付与しようという提案を出したことにとり
わけ腹を立てていた。エジプトは核兵器国の二重基
準がＮＰＴを蝕んでいると考えている。ＮＡＭは、国に
よって程度は違うが、西側諸国に対するこの挑戦を
支持している。西側核兵器国の米国、英国、フランス
は、イスラエルに実質的に何も言わないまま核不拡
散の囲い込みを行っている。事実上の核兵器国で
あるインド・パキスタンに対する暗黙の容認につい
ては言うまでもない。」５

◆審議の紛糾
　５月２５日（第二主要委員会は２４日）までのあいだ、主要
委員会と下部機関において公式・非公式の協議が重ね
られた。結果から言えば、３つの委員会は、いずれも全会
一致の実質事項を含む合意文書の作成に失敗した。主
要委員会での決裂を受けて、２００５年再検討会議の実質
的な議論は終了した。
　各主要委員会の報告書によれば、審議の結果は以下
の通り６。
　●第一主要委員会および下部機関１：それぞれで議長
概要が作成されるものの、全会一致の合意には至ら
なかった。しかし、「すべての参加国の見解を完全に
反映したものではない」との注釈が付いた形で、とも
に第一主要委員会の報告書の添付書類として本会
議に送致された。

　●第二主要委員会および下部機関２：下部機関２では
文書が作成されず、口頭で全会一致の合意に至ら
なかったことが報告された。第二主要委員会は、議
長概要を第二主要委員会の報告書に添付すること、
および本会議に送致することについて合意に至らな
かった。

ダグラス･ローチ上院議員
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　（略）
　第６条の履行に向けた「行動計画」を含
む１９９５年に合意された「核不拡散と軍縮
のための原則と目標」文書、「厳格かつ効
果的な国際管理の下において、すべての
側面での核軍縮に導く交渉を誠実におこ
ないかつ完結させる義務が存在する」と全
会一致で結論付けた１９９６年の国際司法
裁判所（ＩＣＪ）の勧告的意見、そして、第６条
の履行のための系統的かつ前進的な努力
に向けた実際的措置に関する２０００年再検
討会議の最終文書での全会一致の合意
は、法と倫理の両面において、核兵器国が
核軍縮に向けた有意義な進展を示すであ
ろうという国際社会の期待の念の根拠と
なっている合意および決定であります。

議長、

　本声明の目指すところは、作業文書
（NPT/CONF.2005/WP.27）に述べられて
いるように、核軍縮に関するこれら一連の
行動を促進するための新アジェンダ連合
からの提案を概括することにあります。今後
を見据えるにあたっては、第６条の履行を
確保するために、これまでの教訓や核軍縮
の目標に与えられた試練についてよく考え
てみることが必要でしょう。

　新アジェンダは、インド、パキスタン、イス
ラエルに対し、非核兵器国として即時かつ
無条件に条約に加盟するよう求めていま
す。それらの国 は々、核兵器の開発や配備
を追求しようとするいかなる政策をも明確
かつ緊急に転換させなくてはなりません。

　もしＮＰＴを国際の平和と安全における
礎石であると考えるのならば、その土台の
重要部分が核実験の禁止です。包括的核
実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の締結は、「核兵器
のすべての実験的爆発の永久的停止」を
謳うＮＰＴ前文の要求に締約国が呼応した
新しい時代の始まりを予告したものであり、
核軍備競争の終焉を断固として告げるも
のでありました。ＮＰＴ無期限延長合意の中
核であったＣＴＢＴが未発効であることは、
締約国および国際社会にとって非常に大
きな失望であり続けています。

　このような失望的な状況ではあるもの
の、ＣＴＢＴを発効させようとする各国の決
意は、過去に類をみない監視ステーション
のネットワーク、研究所、そして完成時には
あらゆる場所の核爆発を検出することを可
能にするウィーンの国際データセンターの
建設などの実施によって証明されていま
す。発効までの間、私たちはすべての国家
に対し核実験禁止モラトリアムを再確認し

尊重するよう要求し、未だ実施していない
核兵器国に対してはフランスの例に従って
核実験場を閉鎖するよう求めます。さらに
私たちは、米国に対してはＣＴＢＴへのアプ
ローチを再考するよう求め、また中国に対
しては、ＣＴＢＴ支持の声明を出して批准プ
ロセスを前進させるよう求めます。

　ジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）は、過去にお
いて軍縮および不拡散条約の交渉の場と
して役目を担ってきました。再びそのように
することは可能であり、そうしなければなり
ません。
　６５か国のＣＤの参加国が享受しており、
交渉に入るうえでの重要な安全策の機能
を供してきた全会一致の原則は、不幸にも
過去８年にわたって作業計画に関する合
意を阻害することにも利用されてきました。
行き詰まり打開のために費やされた多大な
努力、多くのＣＤ参加国のあいだに高まる
いらだち、そして安全保障に対する今日の
脅威を考えてみれば、ＣＤの停止状態をこ
のまま継続することは不可能です。

　多くの国家が、平和目的以外での核分
裂性物質の生産禁止条約に関する交渉は
ＣＤにおける次の論理的な段階であり、交
渉開始の機は熟していると考えているの
ですが、この問題を先に進めるために必要
とされる政治的意思へと変わっていくその
ような誓約を未だ私たちは認識できずにい
ます。非国家主体が核分裂性物質を入手
する機会を得るかもしれないという懸念を
考えれば、核分裂性物質禁止条約に向け
た政治的な推進力が欠如していることは
まったく理解しかねることです。条約も含
め、この問題についての調査を開始すべき
であるとした専門家チームによる穏当な提

　●第三主要委員会および下部機関３：合意に至らな
かった。

◆核軍縮の争点
　核軍縮に関する議論の「心臓部」ともいえる下部機関
１の流れを、ローチ議員の報告から見てみることにしよう。
少し長いが、以下に引用する。８～９ページ下段に訳出し
た新アジェンダ連合（ＮＡＣ）の演説と１０～１１ページの米
国の演説をを参照してほしい（ＮＡＣの演説は本会議での
もの）。
　「冒頭の所信表明での相違は際立っていた。ＮＡ
Ｍは、核兵器禁止条約を含む、時間枠の規定をもっ
た核兵器の完全廃棄に向けた段階的プログラムの
即時交渉を繰り返し求める長文の文書を提出した。
文書は、ＣＴＢＴが現存の核兵器の改良および新型
兵器の開発を防ぐという核兵器国の保証に矛盾す
るとして新型核兵器の開発を非難した。核兵器国に
よる核兵器の無期限保有は『垂直的であろうと水平

的であろうと、不拡散体制の完全性および持続性と
は相容れず、また、国際の平和と安全を維持すると
いう、より広範の目標に照らし合わせても相容れな
い』とした。
　新アジェンダ連合（ＮＡＣ）は、そこまで野心的では
なかったが、１９９５年と２０００年の誓約の完全な履行を
要求した。ＮＡＣは、検証可能なＦＭＣＴ（核分裂性物
質生産禁止条約、カットオフ条約）に関する交渉およ
び軍事目的での核分裂性物質の生産モラトリアム
を求めつつ、ジュネーブ軍縮会議で核軍縮を扱う下
部機関を追求した。また、核兵器システムの警戒解
除と不活性化を求めた。
　ヨーロッパ連合（ＥＵ）は、ＮＡＣの要求より一段低い
ものであった。ＮＰＴの完全性を保持するために核軍
縮の一般原則を再確認することを求めた。（略）
　米国はふたたび第６条の履行に関する『大きな前
進』の一覧を提示した。そして、米国の政策が核兵
器を追求するという他国の決定に責任を負っている

新アジェンダ連合（　　　　　　　　）
を代表した、ニュージーランドの
ティム・コーリー大使による演説

２００５年５月１８日　

ブラジル、エジプト、アイルランド、メキシコ、
南アフリカ、スウェーデン、ニュージーランド

資料
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案でさえ動き出していません。検証可能な
核分裂性物質生産禁止条約の提案に異
議を唱える最近の政策における転換は、国
際原子力機関の保障措置システムにおけ
る検証体制を発展させる際に習得された
相当量の知識と経験の蓄積を見落とした
ものです。

（略）

　核兵器の作戦上の地位低減や数の削
減を問題としてとりあげる前に、核兵器が
安全保障や政治力に引き続き関連づけら
れているという、この非常に問題をはらん
だ認識について、まず一言申し上げたいと
思います。認識を変えるための第一歩は、
核兵器が核兵器国の軍事ドクトリンの中心
的役割を占めつづけているという問題に
取り組むことにあると私たちは考えます。一
国の政治的重要性の維持には核兵器が
必要であるという信奉から私たちは脱却し
なければなりません。このような戦略ドクトリ
ンを改め、新型核兵器の開発計画や使用
の正当化を断念することで、核兵器国は不
可逆性の原則に対する著しい貢献をする
ことになります。それは核軍縮に向けて進も
うとする核兵器国の意思を伝えることになり
ます。

　２０００年再検討会議で明示された核軍縮
に向けた措置の一つは、「核兵器システム
の作戦上の地位をさらに低めるような具体
的な合意された諸措置」です。この文脈に
おいて、私たちはモスクワ条約を歓迎しま
す。警戒態勢の解除は核軍縮措置とは認
識されていませんが、その目的に向けた奨
励すべき、有意義な措置です。それは核兵
器が使われうる危険性も低めます。具体的

な措置としては、警戒態勢の解除に向けた
信頼醸成措置、発射装置からの核弾頭の
除去、実戦配備からの核戦力の撤退など
があげられます。

　核軍縮措置としてのモスクワ条約の潜
在性は、不可逆性、透明性、検証について
規定が補完された場合に十分に達成され
るでしょう。この場合の不可逆性とは、核兵
器の完全な廃棄を意味します。さらなる削
減を検証するためには、私たちはＳＴＡＲＴ
Ｉ条約の検証条項の２００９年以降への延長
が必要であると考えます。

　２０００年の再検討会議で合意された核軍
縮の基本原則とは、不可逆性、透明性、検
証です。不可逆性は廃棄や撤廃を当然とも
なうものであり、また、核兵器の廃棄が確実
に実施されたという確証を非核兵器国が
得なければならないことから必然的に検証
を意味します。
　軍事ドクトリンの改正、核実験場や核分
裂性物質の施設の閉鎖など、不可逆性の
原則の履行に向けて実施しうる行動につ
いてはすでに申し上げたとおりです。

　私たちは、核兵器の数の面で著しい削
減が実施されてきたことを認めます。しか
し、これらは第６条の履行に向けて私たち
が期待しているところに見合うものではあり
ません。もしこれら目標の実現に向かった
真の機運が核兵器国に存在するのであれ
ば、核兵器国は保有核兵器の廃絶に向け
た系統的かつ前進的な努力を継続して行
うべきではないでしょうか。

　すべての核兵器が撤廃されるべきであ
ることは明白なこととして、過去５年以上に

わたり、新アジェンダは非戦略核兵器の問
題に強い関心を払ってきました。（略）

　核軍縮に向けて進んでいると核兵器国
が断言しているような前進を完全に認める
ためには、透明性の拡大が必要です。透明
性への第一歩は、２０００年再検討会議で合
意された第１２番目の項目に合致する第６
条に関する報告の定期的な提出です。私
たちは、それでも完全な透明性を達成する
ことは不可能であろうと理解しています。し
かし、それは、共同的に、またはＮＰＴの枠
組みの中で透明性の強化を前進させるこ
とができないということを意味しているので
はありません。

　軍縮と不拡散のあらゆる側面において、
私たちは検証可能なプロセスを要求しま
す。核軍縮もこの規定の例外ではありませ
ん。核軍縮に関する検証問題について英
国が提出した作業文書は、多くの有益な提
案を含んでいます。私たちは他の核兵器
国からもこのような情報がもたらされること
を歓迎します。

　１９９５年のＮＰＴ再検討会議で合意され
た、国際的な法的拘束力のある法律を含
む安全の保証に関するさらなる措置は未
だ実施されていません。新アジェンダの作
業文書(NPT/CONF.2005/PC.II/WP.11)お
よびA/RES/58/51に含まれる新アジェンダ
決議を筆頭に、消極的安全保証に関して
は数多くの提案が出されています。私たち
の目標は、１９９５年の共通の誓約に沿って、
この問題の前進を保証することです。

（略）
（訳：ピースデポ）

という批判を否定した。（略）米国は、他の国々が全
体的かつ完全な軍縮に関する誠実な交渉の追求を
怠っていると非難した。（略）さらに、米国は『核軍縮
への過度の集中』が不拡散の履行への『注目を妨
げ』ていると訴えた。
　ＮＡＭ、ＮＡＣ、ＥＵ、米国それぞれの立場の違いを
克服するために、下部機関の議長であるティム・コー
リー・ニュージーランド軍縮大使は報告書の基礎と
なる穏健な文書を提示した。それは、『核兵器国が
保有核兵器の完全廃棄を達成するという明確な約
束を含む第６条の履行に向けた効果的な措置およ
び体系的かつ前進的努力を追求する誓約』を想起
することに限定した。そして、核兵器国にあらゆる新
型核兵器の研究および開発を見合わせることを求
め、ＣＴＢＴの緊急性を想起し、核分裂性物質のより
厳格な防護を求めた。
　ＮＡＭにとっては、この報告案は生ぬるいもので
あった。中国は『低威力核兵器』への批判とともに、

大気圏外の軍備競争の防止を含むよう求めた。日
本は核テロについての警告を含むよう求めた。ス
ウェーデンは７千－２万発の非戦略核兵器の撤廃に
着手するよう求めた。オランダは要求を現実的なもの
に留めるよう求めた。イランは、ＮＡＭを援護し、より厳
格な内容の報告書を求めた。米国は、コーリー報告
のすべての節の削除を求めるという、最も極端な姿
勢をとった。米国は１９９５年と２０００年の誓約に関する
言及を削除し、第６条の誓約のみを受け入れようとし
た。米国は、新型核兵器の開発に関するいかなる制
約も、ＣＴＢＴに関する言及も、検証能力のさらなる開
発についても、削除を求めたのだった。」７

◆最終日のあきらめ
　そして迎えた最終日、会議は最後まで低迷を続けた。
阿部信泰国連事務次長は、この再検討会議の開催に一
日あたり「キャデラック３台分」（一台約５万ドルの計算）の
費用がかかっていると警告を発した。
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はじめに
　（略）米国はＮＰＴの誓約を完全に守っ
ており、すべての国家は条約下の義務を
遵守すべきであると考えています。米国
は、第６条を含む、条約下のすべての義務
を真剣に受け止めており、同条項を完全
に遵守しています。第６条義務は、核兵器
国と非核兵器国のすべての国家に等しく
課せられているのですから、私たちは他の
国家がいかに第６条の目的を促進しつつ
あるのか、知ることを楽しみにしています。

　議長、米国は第６条の誓約を認識して
います。私たちは、核軍縮に向けた進展の
速度やその在りようは、当事国の置かれて
いる国際的な安全保障環境によって異な
るということにも言及したいと思います。
（略）

変貌を遂げた世界
　議長、第６条で言うところの核軍備競
争は過去のものとなりました。米国とロシ
アの関係は根本から変わっており、冷戦
時代に作られた核兵器の削減は２０年以
上にわたって実行されています。３５年前
に国際社会の人々の頭を当然のごとく占
めていた世界的規模の核戦争の見通し
は、核時代の歴史のなかでもっとも低い
時期にあります。
（略）
　議長、２００１年９月１１日以降、これらの危
険性は他の何よりも国際の平和と安全、ま
たＮＰＴの継続的な実効性を危険にさらし
ています。これら拡散の脅威に立ち向かう
国際的措置の強化に、すべての国家が賛
同することが、２００５年再検討会議の第一

の目標にならなければなりません。

米国の第６条における実績
　議長、米国はＮＰＴ第６条を履行するとい
う誓約を守っています。２０年以上に及ぶ米
国の行動は、誰もがうらやむような第６条遵
守の実績を確立してきました。
　以下に挙げる第６条関連の成果をよく考
えてみてください。

核兵器の削減（略）
核発射装置の削減（略）
核分裂性物質の管理（略）
協調的脅威削減（略）

核実験
●１９９２年いらい米国は核実験を実施して
おらず、核実験モラトリアムの遵守を継続
しており、核実験を実施する計画を持た
ず、各国にも実験をしないよう働きかけて
いる。

●米国は包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）
を支持せず、その締約国とはならないが、
国際監視制度（ＩＭＳ）関連事業の暫定的
技術事務局への協力は継続する。

標的と警戒態勢（略）

抑止力の拡大と焦点の変化
　議長、たった今詳細に述べさせていた
だいたいくつかの点は、それだけでも第６
条に関する、否定しようのない前進を示す
ものです。しかしそれだけではありません。
第６条の目標にとって不可欠な兵器と発射
システムの数のうえでの削減に加えて、米
国は、国防戦略における核兵器の役割に

対するまったく新しい見方を進めています。

　議長、私は２００１年の核態勢見直し（ＮＰ
Ｒ）について述べたいと思います。米国はこ
の種の見直しを過去にも実施してきました
が、２００１年ＮＰＲは独特のものであり、第６条
にまさに合致するものです。２００１年ＮＰＲ
は、戦略的能力の新しい３本柱を打ち出し
ましたが、それは米国の防衛政策目標を
達成するうえでの核兵器への依存をはる
かに縮小したものでした。２００１年ＮＰＲ以前
は、米国の３本柱は大陸間弾道ミサイル、
潜水艦発射弾道ミサイル、戦略核兵器を
搭載した長距離爆撃機を含むものでした。
新しい３本柱は以下を含みます。
●非核および核攻撃能力
●弾道ミサイル防衛を含む能動的および受
動的防衛

●２１世紀に起こりうる予測不可能な脅威に
柔軟に対応できるような攻撃力と防衛シ
ステムを開発、構築、維持するために必
要とされる研究、開発および工業のインフ
ラストラクチャー

　議長、ＮＰＲに由来する新しい三本柱の
概念は、原則的にも実践的にも、米国の国
土安全保障戦略における核兵器への依存
を減じるものであります。それは、まったく新
しい将来ビジョンを反映しており、第６条の
履行に向けた私たちの明白な決意と完全
に合致するものです。

　ＮＰＲに関連して最後にもう一言述べさ
せてください。ＮＰＲが公表されていらい、
それを誤ってとらえる人々がいるのは残念
なことです。ＮＰＲは、米国が核軍縮義務を
怠っている「証拠」としてしばしば引用され
ます。議長、これは断固として間違っていま
す。しかし、大変遺憾ながら、そのような批
判の影響で、米国が安全保障戦略で核兵
器への依存を低減させていることや第６条
の完全な実施に向けて多大なる進展を示
しているといった重要なメッセージが消さ

第一主要委員会における

ジャッキー・サンダース米大使の演説
２００５年５月２０日

　最後の２日間の議論の中心を占めていたのは、最後
に採択される報告書のなかにおける「＊」の扱いであっ
たと伝えられる。すなわち、前述した通り、ＮＡＭが議題
の採択をめぐる議論で強く主張した過去の合意への言
及部分である。議題採択の時点では、西側諸国を代表
した英国が採択を単に「歓迎」するという発言を行って
いたが、西側諸国は最終文書にこの言及を含めること
を拒否した。非公開の交渉が続けられた結果、ＮＡＭは
折れ、１９９５年および２０００年に関する言及は最終文書に
直接的には盛り込まれずに終了したと報告されている８。
しかし、最終文書はまだ公式には発表されておらず、未
確認である。
　ドゥアルテ議長に対しては、「問題点を総括し今後の
進展を促す『議長概要』を少なくとも発するだろうと政府
代表の多くが考えていた。しかし、彼は消極的な態度を

とることを選んだ。」９議長の最後の発言はわずか１分足ら
ずのものであった。そして予定時刻より早い４時８分、会
議の終了が宣言された。一瞬場内は静まり返り、そしてま
ばらな拍手が起こったという。（中村桂子）

１レベッカ・ジョンソン『２６日目：その場しのぎの骨抜きＮＰＴ会議文
書と不満だらけの結末』（５月２７日）

２ダグラス・ローチ『致命的な行き詰まり』（２００５年６月）
３レベッカ・ジョンソン『２週目に突入：「決定、決議、結果」－議題の
妨害につのるフラストレーション」（５月７日）

４レベッカ・ジョンソン『行き詰まり打開の１６日目：作業文書が本会
議で提案される』（５月１７日）

５２と同じ
６ 主要委員会報告書　http://www.un.org/events/npt2005/

main%20committee%20documents.html
７２と同じ
８リアナ・タイソン『通り過ぎた嵐』、リーチングクリティカルウィル発
行の「News in Review」より（５月２７日）

９２と同じ

資料

●Ｍ
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れてしまっています。

新型核兵器はない
　議長、もう一つ事実を申し上げましょう。
ＮＰＴは核兵器国に対して核戦力の近代
化を禁じてはいません。とはいえ、米国が
新型核兵器を開発していないこと――繰
り返しますが、開発していないこと――を
ここで強調しておくことは重要です。

　２００１年ＮＰＲが新型核兵器の必要性を
謳っているという非難は正しくありません。
米国はいかなる核弾頭も開発・実験・生産
していませんし、１０年以上にもわたりその
ようなことは行っていません。しかし、通常
兵器、核兵器のいかんにかかわらず、新
型兵器が必要となるかもしれない能力の
不足をＮＰＲが明示したのは確かです。

　これに関連して、広い範囲にわたって議
論が行われている２つの動きがあります。
●先端概念核兵器に関する穏当な研究努
力。その予算については、議会が最近、
実験を行わずに弾頭の信頼性を向上す
る現代技術の研究にシフトした。

●現存する兵器が強化され地中深く埋設
された標的に適合するか否かを実験を
行わずに明らかにする研究。

　これらの計画は批判者たちが主張する
ようなものではありません。先端概念に関
して提案されている研究には、備蓄管理
の促進を含む多様な目的があります。そ
れは、実験を行わずに保有核兵器の安全
性と信頼性を保とうとする進行中の努力
なのです。同様に、強力地中貫通型核兵
器（ＲＮＥＰ）の研究は、備蓄縮小の時代の
なかで、現存する弾頭を利用して抑止力
を強化するための一つの有効な方法を
模索しようという意図で行われています。
研究段階からその先へ進もうという決定
は行われておらず、それには大統領と議
会の了承が必要とされることを強調して
おきます。

　批判者たちは、指導者たちが低威力兵
器を簡単に使えるものであると考えてい
るとか、それらの開発の結果として核のし
きいが低下しているなどと主張していま
す。もう一度言いますが、まったくそのよう
なことはありません。米国は１９５０年代から
低威力の兵器を保有しています。冷戦時
の最頂時にはそのような兵器が何千もあ
りました。それらが使われることはありませ
んでした。核兵器を使用するという決定
は、大統領によってなされなければなら
ず、威力が低いからといって容易になると
いうものではないのです。核のしきいは常
に極めて高いものであり、今後もそうあり
続けます。

　私たちの努力は、かつてないほど縮小
された備蓄核兵器の安全性と信頼性を核
実験なしで確実なものとすること、そして
新しい３本柱の核関連部分の信用性、安
全性、信頼性を維持することに向けられて
います。米国は、他のすべての政府と同
様、第６条下の義務と私たち自身の安全保
障および私たちに依存するものたちの安
全保障を維持するという責任とのあいだ
でバランスをとっています。米国はこれら
すべての義務を果たしており、今後も続け
て行きます。

誤った道
　議長、米国の特定の政策が、核兵器を
追求しようとする他国の決定に対して責任
があるなどと言われることがあります。それ
らは、単なる核の拡散者やそれらの弁解者
の言いぐさに過ぎません。当初から、ＮＰＴ
は特定の国家が核兵器を保有し、撤廃の
ために努力するということを認めています。
ＮＰＴのすべての条項を遵守することは非
常に重要なことであり、共通の目的となる
べきです。不拡散義務の遵守が軍縮義務
と繋がっている、また条約の不拡散義務は
軍縮義務よりも拘束力が弱いかのように核
軍縮がより早い速度で勧められるよう望ん
でいる人 、々また不拡散義務は強化・強制
されるべきではないと議論する人 に々対し
ては、論理的にも法的にも支持することは
できません。そのような考え方は、はっきり言
えば、極度に危険なものです。

　議長、核兵器は危険で撤廃すべきものと
断言する一方で、核兵器国がより迅速に軍
縮を行わなければ他の国々が核開発の権
利を留保するかもしれないと暗示するよう
なことがなぜできるのでしょうか。そのような
考え方も極度に危険なものです。

再検討会議の役割
　議長、ＮＰＴ再検討会議は極めて重大な
機能を担っています。再検討会議とは、条
約の履行に関する徹底的な意見交換を促
進し、また、条約が全体として国際的な安
全保障および各国の安全保障に資すると
いう締約国の信念を再確認するものです。
再検討会議は、例えばＩＡＥＡのような他の
議論の場においてＮＰＴの目的を追求する
ことを支えるという役割も果たします。

　本来の姿として、再検討会議は現存す
る条約義務――それはいわば、条約本体
から派生し、すべての締約国が自由に受
諾する義務――を強調し再確認するため
の政治的な実践の場であります。再検討会
議は、ある種の締約国がいかにして核兵
器能力の開発準備を進めながら参加者の
特権を「利用」しようとしているかといった、

条約に対する脅威について議論する機会
でもあります。しかし、再検討会議は、修正
会議ではなく、そこで出されるいかなる宣
言や決定やその他の文書も、明確に述べ
られた各国の条約下の法的義務を塗り替
えたり、再解釈したり、その上に加えたりす
るものではありません。ＮＰＴの法的な約束
は、国家の政治的な権威による承認および
主権的な憲法上の批准プロセスを必要と
する、厳粛な誓約です。過去の第６条の進
展を振り返り、今後５年間の議論をどのよう
に打ち立てていくかを考える際に、これらの
点に留意しておくことは重要となるでしょう。

全面的かつ完全な軍縮
　議長、米国は締約国の多くが第６条下の
非核義務を果たすための努力を怠ってい
ると考えています。それは、全面的かつ完
全な軍縮における誠実な交渉を追求する
ということです。実際のところ、ＮＰＴの文言
と交渉の歴史は、完全な核軍縮に向けた
努力は全面的かつ完全な軍縮にむけた努
力と繋がっているとの見方を支持している
にもかかわらず、第６条におけるこの部分
はしばしば完全に見落とされています。第
６条が述べるように、完全な履行は「厳格か
つ効果的な国際管理のもとでの全面的か
つ完全な軍縮に関する条約」を想定したも
のです。

　時とともに、国際社会は第６条の履行に
おけるこの要素の追求から文字通りの意
味で遠ざかってきました。議長、今は核兵
器以外の軍備削減の分野における米国の
成果に関する具体的な概要をお話すると
きではないのですが、記録のために、当該
分野、とりわけ化学・生物兵器の管理の分
野における私たちの努力が広範に及ぶも
のであるとこの機会に述べさせていただき
たいと思います。要するに、第６条における
核と非核の両側面には明確な関係性があ
るのです。しかし、条約の文言のどこにも核
軍縮が全面的かつ完全な軍縮より先に前
に達成されなければならないという示唆は
ありません。

おわりに
（略）
　議長、第６条遵守に関する米国のめざま
しい実績への理解が深まるにつれ、条約
の不拡散条項に対して当然払われるべき
注目と、こういった注目の不均衡さが大きく
影響してきた遵守の危機に対する注目が、
核軍縮への過度の集中によって妨げられ
てきたことに各国は気づくに違いありませ
ん。すべてのＮＰＴ締約国はまさにこの危機
に対して有効な対応をしていかなければ
なりません。さもなければ、私たちの共通の
安全保障は減じられてしまうでしょう。
（略）　　　　　　　　（訳：ピースデポ）
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､田巻一彦（ピースデポ）、中村
桂子（ピースデポ）、丸茂明美（ピースデポ）、青柳絢子、
大澤一枝、津留佐和子、中村和子、林公則、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

今号の略語
ＢＲＡＣ＝基地閉鎖・再編
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＤｏＤ＝米国防総省
ＦＭＣＴ＝核分裂性物質生産禁止条約、
またはカットオフ条約
ＧＰＲ＝世界的国防態勢見直し
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＮＡＭ＝非同盟運動
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＳＡ＝消極的安全保証
ＯＢＣ＝海外基地見直し委員会

ＤＯＤ＝米国防総省／ＭＤ＝ミサイル防衛／Ｎ
ＰＴ＝核不拡散条約／ＰＳＩ＝拡散防止構想

日  誌
２００５.５.２１～６.５

作成：中村桂子、林公則

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜tamaki@pw.catv.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞丸茂明美＜marumo@peacedepot.org＞

沖縄
●５月２１日　普天間飛行場のヘリ部隊を嘉手納
飛行場へ、空中給油機を岩国基地へ移す分散移
転案を軸に政府が米側と最終調整に。
●５月２４日付　嘉手納飛行場で２０日から実施さ
れている即応訓練に対して、騒音への苦情が住
民から相次ぐ。
●５月２４日　県議員会与党四会派が、普天間飛
行場の国外・県外への移設を優先的に進めるよう
要請することを決定。
●５月２５日付　嘉手納飛行場に常駐する米軍機
が三日連続で同飛行場に緊急着陸。
●５月２５日　県議会米軍基地関係特別委員会が
久米島町で生じた米軍ヘリ不時着に対して全会
一致で抗議決議。
●５月２７日　２００３年１１月のF１５の日航機接近事
件で、米軍が管制官にミスがあったことを容認。
●５月３０日　米軍用地強制使用手続きで、県収
用委員会が公開審理を開催。
●６月２日　米軍再編協議で、普天間飛行場のヘ
リ部隊の嘉手納飛行場への統合が極めて有力に
なったことが判明。
●６月４日　日米防衛首脳会談で、ラムズフェル
ド国防長官が沖縄の負担軽減に難色。

◆◆◆◆

●５月２４日　中国の沈国放外務次官補、北朝鮮
の核実験実施について「確たる証拠はない」と発
言。ロイター。
●５月２５日　イランと英独仏の外相級協議、イラ
ンの核関連プログラムに関する合意成立に向け２
カ月間の検討期間を設けることで合意。
●５月２７日　ニューヨークの国連本部で開かれて
いたＮＰＴ再検討会議、合意文書など具体的な成
果のないまま閉幕。（本号参照）
●５月２８日付　経済産業省原子力安全・保安院、
原子力施設ごとに具体的テロを想定したシナリオ
と防護策をつくる作業に着手。
●５月３０日　最高裁、高速増殖原型炉「もんじゅ」
訴訟の差し戻し上告審で、「国の設置許可は違法
ではない」と住民側の訴えを退ける逆転判決。

●５月３１日　自民党北朝鮮経済制裁シミュレー
ションチーム、地下核実験を強行した場合に全面
的な経済制裁を即時発動するプランを了承。
●５月３１日　ライス米国務長官、ＰＳＩの成果とし
て、イランによる弾道ミサイル関連物資の移転阻
止に成功した例が１１件にのぼると発表。
●５月３１日　バウチャー米国務省報道官、ＰＳＩの
活動で、北朝鮮の核計画や化学兵器計画の関連
物質の移転阻止に成功した例が２例あると発表。
●５月３１日　日米両政府、海上配備型迎撃ミサイ
ル共同迎撃実験を０６年３月にハワイ沖で模擬弾
を標的に実施することで大筋合意と判明。
●６月１日　日米の６か国協議主席代表が米国務
省で会談。北朝鮮の核実験について「差し迫った
兆候はない」との見方で一致。
●６月２日付　北朝鮮が核実験を強行した場合、
中国は食糧支援停止を検討せざるを得ないとの
意向を中国が北朝鮮側に伝えていた事が判明。
●６月３日　北朝鮮外務省、ブッシュ米大統領が
５月３１日の記者会見で金正日総書記に敬称をつ
けたことを「留意する」と評価。朝鮮中央通信
●６月３日　アジア太平洋地域を中心に約２０か
国・地域の国防相らが地域情勢を討議する「アジ
ア安全保障会議」、シンガポールで開幕（～５日）。
●６月３日付　北朝鮮の６か国協議復帰問題で、
ニューヨークの北朝鮮国連代表部と米国務省と

の間で電話協議が行われたことが判明。
●６月４日　米韓、合同軍事作戦「作戦計画５０２９」
の破棄を韓国側が申し出ていた問題で、作戦計
画のレベルを落として継続協議することで合意。
●６月５日　ＤＯＤ高官、米政府が北朝鮮の核問
題を国連安保理に付託するかどうかについて、数
週間以内に決定を下すと表明。ロイター。
●６月５日　ライス米国務長官、北朝鮮核問題の
国連安保理付託に関し数週間以内に決定が下さ
れる可能性が高いとの高官発言を「先走った考
え」と修正。
●６月５日　大野防衛庁長官、日米共同研究を進
めているＭＤの海上配備型迎撃ミサイル部品に
ついて０６年度からの開発段階移行方針を表明。

前号記事へのコメント―ＮＧＯの苦労話
　本誌前号に掲載した「市民社会の関与における現状と課題」記事のなかに、「・・・国
際的な運動において、若干のトップダウン的傾向が見られるということである。たとえ
ば、先に述べた『ＮＧＯセッション』に関して、意見発表者の人選から、発表の内容にい
たるまで、もっと草の根レベルの運動体との協議があってしかるべきである。しかし、実
際にはこうしたプロセスはほとんどの人々があずかり知らない場所で進められてしまっ
ている」という記述がありますが、いくぶん実際とは異なる理解をされるかもしれません
ので、少し事情を補足説明しておきます。
　まず、参加の形態に関して言うと、５月のＮＧＯ意見発表に向けた議論は、ほぼ１年に
わたってオープンのメーリングリストを通じて行われてきました。そこは誰もが自由に参
加できる討論の場であり、事実、各国のさまざまな運動体に所属する人々が議論に参
加していました。同時に、一人でも多くの人が議論のプロセスに参加するよう、積極的
な呼びかけが常に行われていました。もちろん、言葉の壁をはじめ英語圏以外の人々
の参加にはハードルが高いことは事実です。この状況の改善のために、ピースデポと
しても情報の発信に一層の力を注いでいきたいと考えています。
　もう一点。さまざまなバックグラウンドを持つＮＧＯをまとめて一つの方向性のある動
きを創っていくためには、現実問題として叱咤激励しつつ牽引力を発揮する力が必要
となります。言葉も文化も運動の背景もまったく違うＮＧＯが合意していくのですから、そ
れは大変なプロセスです。ときには辛らつな言葉をぶつけ合うこともあり、それはさなが
ら国連の議論のようですが、大きな違いは、ＮＧＯが「核廃絶」という共通の目標に向
かって何とか違いを乗り越えようと努力していったことにあります。そのようにして、５月
１１日のＮＧＯセッションは創りあげられていったのです。（中村桂子）


